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有有害害大大気気汚汚染染物物質質調調査査結結果果をを活活用用ししたた地地域域特特有有のの大大気気環環境境問問題題把把握握のの試試みみ

北北九九州州市市保保健健環環境境研研究究所所　　池池田田　　隆隆史史

を用いて発生源推定等の解析を行い、知見を得たので報告する。　

PythonのMatplotlibライブラリを使用）。　

九州衛生環境技術協議会（令和５年10月　福岡市）
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測定結果の可視化、測定局周辺の事業場立地状況の可視化、発生源推定を行っ

　一連の解析は、オープンデータ及びオープンソースソフトウェアを用いて行ったため、誰でも実施で

きるという点において有用であると考えられる。地域特有の環境問題を把握するための手法の一つとし

て、今回実施した解析を今後も活用していきたいと考えている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

た。

５　参考文献
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 ＧＩＳによる可視化を通じた大規模水害等危機的事象への備え

保健福祉局保健環境研究所　　池田　隆史、岡本　裕子、森井　春樹

１　はじめに
地域保健法の改正により、地方衛生研究所の法律上の位置づけが明確化され、危機的事象に対応する部署として、
保健環境研究所の役割の重要性は増してきた。
近年、大規模な水害等により事業場から薬品等の化学物質が流出する事案が各地で発生しているが、事案発生時に
適切な対策を講じるためには、事業場の立地状況や立地場所の災害発生危険度を平時から把握しておくことが重要
である。
今回、オープンデータ及びオープンソースソフトウェアを用い、市内の事業場立地状況及び災害発生危険度に係る
地図を作成した。その結果、大規模水害等の危機的事象への備えとして、災害の種類（洪水、高潮など）ごとに被災す
る危険性の高い事業場の情報を整理することができたので報告する。

２　実施内容
（１）オープンソースソフトウェアの準備
オープンソースソフトウェアとは、無償で誰でも自由に利用することができるソフトウェアのことである。今回、
地図作成に使用できるソフトウェアであるQGISをインストールし、保健環境研究所で使用できる環境を整えた。

QGISでの地図作成のイメージを図１に
示す。まず元となる地図（ベースマップ）を
用意し、その上に、事業場立地状況やハザー
ドマップ等、様々な情報を含む層（「レイヤ」
という。）を重ねることで、目的とする地図
を作成することができる。

（２）各種オープンデータの入手、加工
ア　化学物質を使用する事業場の立地に係る情報
市内で化学物質を使用する事業場の立地に係る情報として、以下のオープンデータを入手した。

オープンデータ名 入手元

水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法特定
事業場一覧 北九州市オープンデータカタログサイト

PRTR個別事業所データ 経済産業省ホームページ

　いずれのデータも位置情報として事業場の住所を含んでいるが、QGISで地図を作成する際は、位置情報として緯
度経度といった地理座標が必要になる。住所を元に緯度経度を発生させるため、東京大学空間情報科学研究センター
が提供する「CSVアドレスマッチングサービス」を利用し、上記オープンデータに緯度経度情報を付与し、QGISへ入
力するレイヤとした。

イ　災害に関する情報
国土交通省が公開しているハザードマップポータルサイトで提供されている洪水浸水想定区域（想定最大規模）、
高潮浸水想定区域、津波浸水想定に係るハザードマップをレイヤとして利用した。

（３）地図の作成
QGISに上記（２）で入手・加工した事業場レイヤを重ね、事業場の立地状況に係る地図を作成した。なお、水質汚
濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法の事業場については、オープンデータ中には316箇所が登録されていた
が、被災時に化学物質漏洩の危険性が高い事業場として、有害物質の取り扱いがある149箇所を抽出し、図示した。
次いで、災害の種類（洪水、高潮など）別のハザードマップレイヤを重ね合わせることで、災害の種類ごとに被災す
る危険性の高い事業場の位置を可視化した（図２～４）。

令和５年度保健福祉研究発表会（令和６年２月　北九州市）

図１　QGISでの地図作成イメージ

ベースマップ

レイヤ１：ハザードマップ

レイヤ２：事業場立地状況
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３　結果
洪水の場合、紫川、竹馬川、貫川、金山川流域で被災する事業場が多いことがわかった。高潮の場合、響灘、洞海湾、
関門海峡、周防灘の臨海部で被災する事業場があり、特に関門海峡、周防灘で浸水深が深くなることがわかった。ま
た、臨海部のみならず、竹馬川、金山川では高潮の影響が広範囲に及び、内陸部においても被災する事業場が存在し
た。なお、津波の影響を受ける事業場は、洪水、高潮に比べ少ないことが示唆された。

４　まとめ
今回、オープンデータ及びQGISを用い、市内で化学物質を取り扱う事業場の立地状況及び水害等による被災の危
険性に係る情報を整理した。その結果、臨海部では全般的に被災の危険性が高く、また、内陸部では紫川、竹馬川、貫
川、金山川流域で被災する危険性が高い事業場が多いことが示唆された。
今後、被災する危険性が高い事業場が多く立地する地域周辺の河川や海域において水質試料を採取し、平常時の化
学物質濃度を測定する予定である。平常時と災害発生時の測定データを比較することで、災害発生時にどのような
化学物質が流出したのかを知ることができる。また、災害発生後に、どの程度まで水質が改善すれば平常状態に戻っ
たと判断できるのかも知ることができる。これらの活動を通じて、市民の安全安心とともに環境保全に係る施策に
貢献したいと考えている。

図２　洪水

図４　津波

図３　高潮

浸水深　左：洪水、右：高潮、津波
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